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はじめに
1998年12月の小学校および中学校の学習指導要領の改訂・告示の頃から､ 子どもの学力､ 特に ｢学力
低下｣ 問題に対する関心が高まった｡ 翌99年には 『分数ができない大学生』 が出版され､ 経済界や数学
者からも学習指導要領に対する批判的な見解や施行中止を求める意見が噴出した｡ こうして､ かつてな
いほど学力問題への関心が高まった｡ しかし､ こうした関心の高まりにもかかわらず､ 大学を含めて教
育の結果としての学力の実態についての正確な資料は提出されていない｡ 特に､ ｢学力低下｣ について
は低下しているのかどうかについての科学的で根拠のある資料がなく､ その判断を示せないのが実情で
ある｡
この小論では､ 文部科学省が実施している教育課程実施状況調査の内容を分析しながら､ 子どもの学
力の実態と特徴､ ｢学力低下｣ の実態の有無､ 出題内藤の検討､ さらには学力調査の方法やあり方も考
えてみたい｡ それは､ この教育課程実施状況調査の目的が達成されるとともに､ その結果を活用し､ 学
習指導要領や指導内容・方法の改善が行われ､ 子どもの学力保障が行われることを願ってのことである｡
― 17 ―
学力調査の方法論に関する検討
－指導の改善に生かすための方法の確立－
大 津 悦 夫＊１
要 旨： 学習指導要領の改訂を契機に子どもの学力に関する関心は高まり､ 様々な学力
調査の結果も公表されている｡ 文部科学省が実施している ｢教育課程実施状況調
査｣ を１つのてがかりに､ 指導に生かすための調査の方法を検討してみた｡ 1982
年と1994年に実施された調査のうち､ 小学校算数の結果をもとに､ ２回の調査結
果を比較検討し子どもの学力の実態を明らかにしながら､ 出題のねらいや通過率
の背景にあるものについて考察を加えた｡
そして､ 子どもの学力実態を解明する上でも出題方法に改善が必要なこと､ ま
た指導に生かすための筋道を明確にするための分析方法などの改善が必要なこと､
などを明らかにした｡ 学力調査が実態把握から指導の改善に役立つ資料を提供で
きるようにするための根本的な検討が必要となっている｡
キーワード：学力､ 算数､ 評価､ 教育課程､ 学習指導要領
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１. 教育課程実施状況調査について
教育課程実施状況調査 (以下､ 調査という) の目的や制度的な事柄について簡単にふれておこう１)｡
調査の目的について､ 1982年調査の報告書には ｢昭和55年度から順次実施されている現行の小・中学校
の学習指導要領に基づく教育内容がどの程度児童生徒に理解されているか､ 学習指導上の問題点は何か
などを明らかにして､ 将来の教育課程や学習指導の方法の改善に役立てることを目的として実施したも
のである｡｣２) とあり､ その後この目的をもって継続的にこの調査が実施されている｡ 今後の実施方針
については､ 2000年12月４日の教育課程審議会答申の第３章第２節に ｢全国的かつ総合的な学力調査の
実施｣ とあり､ ４つの目的をもって調査が行われるとある｡ そして､ すでに2002年の１月～２月に調査
が実施された｡ この調査は答申にあるように ｢学習指導要領の改訂の基礎資料を得ることを目的｣ とし
て実施され､ それを生かせるような制度づくりがなされていなければならない｡ 実は､ 文部科学省は中
学校において1995年から1996年に実施した調査結果の報告書さえもまだ刊行していないのである３)｡
ここでは､ 1982年２月と1994年２月に実施された２回の調査のうち小学校・算数の結果を分析して､
日本の子どもの学力実態と特徴などを明確にし､ あわせて指導の改善に生かすための調査方法について
考えてみたい｡ 調査と学習指導要領との関連をみておこう｡ 1982年２月調査の時点では､ 1977年７月23
日に告示された小学校学習指導要領が施行されて約２年経過していた (施行日：1980年４月１日)｡ ま
た､ 1994年２月の時点では､ 1989年３月15日告示された小学校学習指導要領が施行されてからやはり約
２年が経過していた (施行日：1992年４月１日)｡ このように､ これら２回の調査時期は学習指導要領
の改訂・施行後約２年が経過して､ 改訂後の学習指導要領による指導が定着しつつあった時期といえよ
う｡
２. 調査結果検討のための視点
次に､ 学力の特徴を明確にするための分析視点を明示しておく必要がある｡ そこで､ 現行の小学校学
習指導要領 (1998年12月14日告示､ 2002年４月１日施行) の改訂の基準となった教育課程審議会の答申
内容等をもとにこの作業を進めることにしたい｡ そこで､ 1989年の学習指導要領の改訂のための教育課
程審議会答申 (｢幼稚園､ 小学校､ 中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善｣､ 1987年12月24日) を
みたが､ そこには､ 子どもの学力の実態についての記述をみることはできない｡ 1998年７月29日に出さ
れた教育課程審議会の答申では ｢子どもたちの学習状況は全体としてはおおむね良好である｣ としなが
らも､ ５つの問題点をあげていた｡ それらは､
ア. 過度の受験競争の影響もあり多くの知識を詰め込む授業になっていること
イ. 時間的にゆとりをもって学習できずに教育内容を十分に理解できない子どもたちが少なくないこ
と
ウ. 学習が受け身で覚えることは得意だが､ 自ら調べ判断し､ 自分なりの考えをもちそれを表現する
力が十分育っていないこと
エ. 一つの正答を求めることはできても多角的なものの見方や考え方が十分ではないこと
オ. 算数・数学や理科の学習について国際比較すると､ 得点は高いものの､ 積極的に学習しようとす
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る意欲等が諸外国に比べ高くはないこと
などである｡ これらの問題点は1994年の調査の結果を反映しているものであろう｡ その意味では､ こ
れらの問題点が調査に具体的にどのように現れていたのかを検証することになる｡ 問題点のアとウとエ
からは､ 算数でいえば計算はできるが､ 知識の定着が十分ではなく､ 思考力を要する応用問題の成績は
低いと考えることができる｡ 思考力については､ 数と計算領域だけに限らず､ 量と測定､ 図形領域にも
存在するはずである｡ 思考力が身に付いているかどうかをみるには､ 調査問題が掲げている ｢知識・理
解｣､ ｢思考｣､ ｢表現｣ などの ｢観点｣ の妥当性も検討しておく必要がある｡ また､ イの問題点からは､
得点の格差が拡大していることが予想される｡ オについては､ 学習意欲に関わる重要な問題点ではある
が､ この調査ではこれに該当する調査項目がないので､ ここでの作業対象からは除外する｡
さらに､ 1994年に実施された調査には ｢新学力観｣ に基づく指導が反映されて､ ｢思考力｣ や ｢関心・
意欲・態度｣ をみる問題が導入されているので､ これらの妥当性を検討しながら調査問題を分析したり､
1982年の調査との共通問題の成績や間違い方を比較検討したりしながら､ ｢新学力観｣ に基づく指導が
どのように結果に反映しているかについて検討することとしたい｡
３. 学力の特徴と問題点
１) 平均通過率の比較
通過率を３段階に区分して､ ４つの領域別､ 学年別に設問数を比較してみたのが､ 表１及び表２であ
る｡ ３段階に区分する際の通過率をどこに設定するかについては検討を要するかもしれないが､ ここで
は調査報告書に示されている基準をそのまま使用して､ 整理してみた｡
同一問題ではなく､ かつ出題方法も異なっているために､ ２回の調査の平均通過率を比較することは
あまり妥当とはいえない｡ 強いて､ 単純に比較してみると､ 第５学年全体と第５学年の ｢数と計算｣ と
｢量と測定｣ 領域を除いて､ 1994年調査の平均通過率が低下している｡ 特に､ 第５学年の ｢図形｣､ 第６
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表１ 通過率別の設問数 (第５学年)
内容領域 調査年
通過率50％
未満の設問数
通過率50％以上
70％未満の設問数
通過率70％
以上の設問数
設問数の合計 平均通過率
Ａ数と計算
1982 2 5 12 19 71.4％
1994 2 7 12 21 73.3％
Ｂ量と測定
1982 5 10 3 18 54.2％
1994 2 7 9 18 67.3％
Ｃ図 形
1982 0 3 4 7 69.2％
1994 1 3 0 4 52.1％
Ｄ数量関係
1982 2 6 6 14 67.7％
1994 4 8 4 16 61.0％
全 体
1982 9 24 25 58 66.0％
1994 9 25 25 59 66.8％
＊式と答えを別々に解答させている場合には､ それぞれ設問数に加えてある｡
学年の ｢量と測定｣ および ｢数量関係｣ での通過率の低下が顕著といえよう｡ 逆に､ 第５学年の ｢量と
測定｣ の平均通過率がかなり上昇していることにも注目する必要がある｡
では､ 平均通過率が低下している第６学年の ｢数量関係｣ 領域の設問と逆に上昇した第５学年の ｢量
と測定｣ 領域の設問について検討し､ 低下と上昇の理由を考えてみることにする｡ 著しく低下した領域
として第６学年の ｢量と測定｣ 領域があげられるが､ ２回の調査での問題に共通性があまりない (1982
年調査ではメートル法の単位とその換算に関する問題のみ｡ 1994年調査では立体の体積や表面積の求積
の問題) のでここでの検討にはむいていない｡ 第６学年の ｢数量関係｣ 領域の設問のうち､ 1982年調査
の A－11と1994年調査の A－10とは､ いずれも比例・反比例の意味の理解をみる問題であるが､ これ
ら２つの問題は､ 表現が全く同一ではないために過去の調査問題との共通問題としては扱われていない｡
A－11と A－10の問題をみておこう (図１－１､ 図１－２)｡ 1994年調査では､ 比例､ 反比例の理解い
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表２ 通過率別の設問数 (第６学年)
内容領域 調査年
通過率50％
未満の設問数
通過率50％以上
70％未満の設問数
通過率70％
以上の設問数
設問数の合計 平均通過率
Ａ数と計算
1982 2 2 8 12 77.3％
1994 2 3 7 12 74.0％
Ｂ量と測定
1982 0 1 3 4 73.3％
1994 4 3 2 9 54.2％
Ｃ図 形
1982 0 5 6 11 74.2％
1994 2 1 10 13 73.9％
Ｄ数量関係
1982 4 9 10 23 66.4％
1994 4 12 4 20 57.6％
全 体
1982 6 17 27 50 71.3％
1994 12 19 23 54 64.6％
＊式と答えを別々に解答させている場合には､ それぞれ設問数に加えてある｡
図１－１ 第６学年A－11 (1982年調査)
次の①から④までの中で､ y が x に比例する
ものはどれですか｡ また､ 反比例するものはど
れですか｡ その番号を の中に書きなさ
い｡
① 重さが500g のびんにさとう水を xg 入れた
ときの､ 全体の重さは ygです｡
② 横の長さが８cm の長方形の､ たての長さ
をxcmとすると､ 面積はycm２になります｡
③ 80km の道のりを､ 自動車が時速 xkm で
進むと､ y時間かかります｡
④ 120cm のひもで長方形を作るとき､ たての
長さを xcm にすると､ 横の長さは ycm で
す｡
 y が xに比例するもの
 y が xに反比例するもの
図１－２ 第６学年A－10 (1994年調査)
 次の①から④までの中で､ y が xに比例す
るものはどれですか｡ また､ y が x に反比例
するものはどれですか｡ それぞれ､ その番号
を の中に書きましょう｡
① 重さが500g のバケツに水を xg 入れると､
全体の重さは ygになります｡
② 時速80km の自動車が x時間進むと､ 進ん
だ道のりは ykmになります｡
③ 面積20cm２の長方形のたての長さを xcm
とすると､ 横の長さは ycmになります｡
④ 120cm のひもで長方形をつくるとき､ たて
の長さを xcm とすると､ 横の長さは ycm
になります｡
yが xに比例するものの番号
yが xに反比例するものの番号
ずれも､ 1982年調査と比較して､ 10％以上通過率が
低下している｡ 比例の理解については､ 44.4％から
34.2％へ､ また反比例については37.8％から24.1％
へと低下したのである｡ この２つの設問は出題の意
図も同じなので､ 具体例の文章表現が少し異なって
いたとしても､ 同一の学力をみているということが
できる｡ 1994年調査では､ 比例・反比例の意味の理
解に関する学力は1982年調査と比較して低下してい
ることは明白である｡
次に､ 第５学年の ｢量と測定｣ 領域についてみて
おこう｡ 1982年調査ではこの領域に関する問題は平
面図形の求積や概測を含む６題､ また1994年調査で
は同様な問題７題が､ それぞれ出題されている｡ 多
角形の求積と概測の設問についてはのちに検討する
こととして､ 残りの設問について通過率をまとめた
のが表３である｡ 三角形や平行四辺形の求積の設問
では､ 1994年調査の通過率が極端に上昇している｡
この上昇の理由は何か｡
たとえば､ 1982年調査のA－９と1994年調査のA－７とを比較検討してみよう｡ A－９の設問は､
図２からわかるように､ 平行四辺形の求積公式の理解をみる問題である｡ それに対して､ A－７は､
同じ平行四辺形でも計算により求積する問題で､ しかも求積に必要な辺の長さしか書かれていないので､
乗算によって求積することを少しでも記憶していれば､ 間違えることは少ない出題の仕方となっている
(図３)｡ 三角形の求積をする設問でも､ 1982年調査のB－８は求積に必要な辺とその長さを方眼紙から
読みとった上で計算しなければならないのに対してA－７ではあらかじめ求積に必要な辺の長さし
か与えられていないのである｡ このように､ 出題の意図の違いや求積に際して子どもに必要とされてい
ることが異なっていることが､ 通過率に反映したと考えられる｡ 円の求積についてのA－８とA－７
の設問は､ いずれも半径10cm の円であるが､ A－８では１／４の面積を求めるのに対してA－７
では単に円の求積をすればよい問題である｡ だが､ 前者の問題は４つの選択肢があったために通過率が
高かったのであろう｡ 誤答の内容をみると､ 円周を求めようとしているものが11.5％もいたことには注
意を要する｡ 表３に示すとおりA－７の通過率が低いのは､ 1994年調査の時点で､ 円の求積公式に
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表３ 第５学年の求積に関する設問・通過率の比較
求積図形
の種類
1982年 1994年
設 問 通過率 設 問 通過率
円 A－８ 78.8％ A－７ 69.1％
三角形 B－８ 61.3％ A－７ 84.8％
平行四辺形 A－９ 33.8％ A－７ 90.4％
図２ 第５学年A－９ (1982年調査)
次の図の平行四辺形ＡＢＣＤの面積を求め
るには､ どことどこの長さがわかればよいで
すか｡
下の①から④までの中で正しいものを全部
選び､ その番号を の中に書きなさい｡
① ＡＢの長さとＢＣの長さ
② ＣＤの長さとＦＧの長さ
③ ＢＥの長さとＤＥの長さ
④ ＢＣの長さとＤＥの長さ
" %
(
$ &
'
#
ついての理解が不十分になっていたこともあろう｡
そのことは､ 求積や円周を求める計算以外の計算を
したものが約19％､ 無答が3.8％となっていること
から推測できる｡ こうしたことから､ 三角形と平行
四辺形とでの通過率の顕著な上昇が､ ｢量と計算｣
領域の平均通過率を押し上げたのである｡ 単に計算
により図形の求積ができるかどうかを調べるだけで
はなく､ 公式の意味の理解の程度も調べることによっ
て､ 本当の意味での思考力の有無を判断できる｡ そ
のためには､ 出題の意図や方法を変えずに縦断的な
比較ができるよう改める必要がある｡
２) 計算とその意味の理解について
ここでは､ ２回の調査の ｢数と計算｣ 領域の設問
の性格と通過率との関連を分析しながら､ 整数や小
数・分数の四則計算とその計算の意味の理解程度を
分析してみることにしよう｡
まず､ 第５学年の場合には､ よくいわれているよ
うな ｢計算はできるが､ 応用問題はできない｣ とい
う状態の有無は判断できない｡ それは､ 分数や小数
の計算､ とりわけこれらの除算については60％台の
通過率であること､ さらに概算や四則の混合計算は40％以下の通過率を示しているからである｡
概算についての通過率は低いが､ その理由を分析すると同時に､ 次のような疑問にも答えていくこと
が求められている｡ その疑問とは､ なぜ概算の仕方を指導する必要があるのか､ 概算の立式はいかなる
能力を必要としているのか､ さらにその能力は計算力とどのような関連があるのか､ といったものであ
る｡ ２回の調査で概算することの意味がよく理解できないため､ 立式できない子どもが相当数いたこと
が予想される｡ 1982年の調査では62.0％､ また1994年調査では61.6％のものが見当はずれの立式をして
いたものと考えられる｡ この設問では､ どの位で切り捨てや四捨五入をするのか､ その選択は多様であ
る｡ たとえば､ 小数点以下を切り捨てる方法､ １の位以下を切り捨てる方法､ 四捨五入でも小数点第一
位または１の位で行う方法などがある｡ 普段は､ どの位で四捨五入ないし､ 切り捨てをするのか指示さ
れているのに､ それを自ら判断して行うことに困難があったのかもしれない｡ いずれにせよ､ 立式自体
の難しさの原因を究明する必要がある｡
ところで､ 計算の意味の理解と計算力 (正しく速く計算ができること) との関連も明確にする必要が
あろう｡ 1994年調査の､ １のペンキの価格をもとに0.7買う時の代金を計算する問題 B－３では
｢650÷0.7｣､ 鉄のパイプをの１mあたりの重さを求める問題A－４では ｢4.2×3.5｣ といった間違った
式を答える子どもが多いが､ 彼らの計算力の程度を明らかにするには､ 個人内での設問間の正誤の関連
を分析する必要があろう｡
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図３ 第５学年A－７ (1994年調査)
７ 次のからの図形の面積を求めて､ 答
えを の中に書きましょう｡ (円周
率には3.14を使います｡)
 三角形
 cm
2
 平行四辺形
 cm
2
 円
 cm
2
DN
DN
DN
DN
DN
では､ 第６学年の子どもはどうだろうか｡ 分数・小数の四則計算の通過率は､ 第５学年と比較すれば
向上している｡ その向上のテンポに比して計算の意味の理解についての通過率は向上していない｡
1994年調査のB－２ (

分間に

の水が水そうに入る時､ １分間で入る水の量を求める問題) では､
｢

÷

｣､ ｢

×

｣ といった誤答がみられ通過率はわずか27.2％である｡ 結論的にいえることは､ 第
６学年では ｢計算ができることと､ 計算の意味を理解できること｣ とが分離しだしていることがわかる｡
４. 学力低下と低い理解程度の持続－その原因の推定
２回の調査には共通問題が出題されている｡ この共通問題の通過率や誤答の内容を分析することによっ
て､ 第一に学力低下が起きているのかどうかという問題に対するより正確な回答を示すことができる｡
第二にもし学力低下が起きているとしたらその原因や学力向上のための授業改善を行うにはどのように
したらよいのかという問題を検討しなければならない｡ 後に詳しく見るように､ これらの調査は教育課
程や授業の改善を目的としているので､ そうした改善にどのように生かしてきたのか､ また生かしてい
く論理や方法はどのように考えられてきたのかを明らかにする必要もある｡
１) 学力低下は起きているのか
２つの指標に基づいて､ 学力低下の有無を考えてみることにしたい｡
第一は､ 通過設問数の割合を比較してみることである｡ ここでは､ ２回の調査の間に違いのみられる
第６学年の表を示した (表４)｡ この表から明らかなように､ 第６学年では通過設問数の高い子どもの
割合が低下して､ 50％未満の子どもの割合が高くなっているのである｡ これらの結果は､ 学力格差の拡
大を示しているものと考えられる｡
第二に､ 共通問題の通過率を比較してみよう｡ 共通問題と各設問の通過率を表したのが表５であり､
この表では通過率の高い設問を先頭にして並べてある｡ 学力低下が起きているかどうかをみてみよう｡
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表４ 通過設問数の割合別の児童の分布
第６学年 (1982年)
通過小問数の割合 分布率
90％以上～100％ 20.2％
80 ～ 90％未満 19.7
70 ～ 80 16.8
60 ～ 70 14.9
50 ～ 60 12.1
40 ～ 50 7.9
30 ～ 40 4.7
20 ～ 30 2.3
10 ～ 20 1.1
0 ～ 10 0.1
第６学年 (1994年)
通過設問数の割合 児童の分布
90％以上～100％ 8.1％
80％以上～ 90％未満 14.6％
70％以上～ 80％未満 22.1％
60％以上～ 70％未満 17.5％
50％以上～ 60％未満 17.1％
40％以上～ 50％未満 9.2％
30％以上～ 40％未満 5.8％
20％以上～ 30％未満 3.9％
10％以上～ 20％未満 1.5％
0％以上～ 10％未満 0.4％
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通過率がわずかでも低下している設問には､ アスタ
リスク (＊) をつけてみた｡ 20の設問中､ アスタリ
スクのついたのは11であった｡ しかも､ 1994年の調
査では通過率が高い設問でも､ 1982年調査の通過率
と比較してみると､ 実は通過率は低下している設問
が多いこともわかる｡ これらの結果から､ 全体的な
学力低下が起きているというよりは､ 分数や小数の
四則計算に関する学力の低下が起きてきているとい
えよう｡ 特に､ 第６学年のB－２ (1994調査：1982
年調査では A－２) の通過率が急激に低下してい
ることは､ 計算の意味の理解や思考力の低下につな
がるものとして注意を要する｡
ところで､ ｢量と測定｣ と ｢数量関係｣ の設問は､
通過率自体が高いわけではないが､ 1994年調査の結
果では通過率が上昇している｡ 特に､ 池の形の概形
を描いたり､ それをもとにして求積をする問題
(1994年調査では第５学年の B－８､ 図４) は､ ３
つの設問いずれとも10％程度通過率が高くなってい
る｡ 解答のタイプをみると池のおおよその形を台形
に見立てるタイプが約９％増えている｡ 他の解答の
タイプや誤答率､ 無答率にそう大きな変化はないの
で､ なぜ台形に見立てることができるようになったのかをこの調査だけから究明することは難しい｡ し
かし､ この問題の中にも池の形を台形や平行四辺形に見立てることはできたものの､ これらの図形の求
積公式に数値をあてはめられなかったものがおり､ 立式をする設問の通過率は54.2％であって ｢概形を
描く｣ 設問に比して10％も低下していること､ また､ 39.4％が台形や平行四辺形以外の公式に数値を当
てはめていて誤答となっていると考えられること､ などについて細かい分析が必要であろう｡
２) 低い理解程度とその原因の推定
分数・小数の計算問題の通過率が低下したのは､ ｢新学力観｣ のもとでの基礎的な知識や技能を身に
つけさせることを軽視したためではないかと考えられる｡ このことは､ 今後の調査によって検証し､ 原
因の確定が行われる必要がある｡
学力低下の問題のもう一つの側面は､ ２回の調査において通過率が向上しないことにある｡ すなわち､
通過率が低いままで推移している低い理解程度のことである｡ 共通問題の中から､ 第５学年 A－８の
問題を例に､ 通過率が向上しない原因を探究してみよう｡ A－８の問題 (図５) は､ 四角形を２つの三
角形に分割して面積を求める際に､ 長さを測定する線分を特定する問題であり､ ｢数学的な考え方｣ が
身についているかどうかをみる問題とされている｡ この問題の通過率が上昇しない原因としていくつか
のことが考えられる｡ まず第一は､ この四角形を台形と思いこんだものが相当数いることである｡ その
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８ 次の図のような池があります｡
 この池のおよその面積を求めたいと思い
ます｡ どんな四角形と見れば求められます
か｡ その四角形を､ じっさいに上の図にか
き入れましょう｡
 上の図で､ １目もりを１m とすると､
この池の面積はおよそ何m２ですか｡ 求め
る式と答えを､ それぞれの 中に書
きましょう｡
式
答え およそ m2
図４ 第５学年 B－８ (1994年調査)
஑
N
N
理由は､ 1994年調査では四角形の長さの不明の一辺
に○印を付けたものが31％いるからである｡ 彼らは､
A－７の設問で三角形の求積をほとんど正しく解答
したが (通過率は約85％)､ 四角形を２つの三角形
に分割しようとは考えなかったであろう｡ 第二は､
三角形に分割はしたが､ 三角形の求積公式が適用で
きるように分割することには困難があったと予想さ
れる｡ このように考えられる理由は､ 三角形に分割
したが､ 分割の際に引いた対角線に○印をつけてし
まったものが約31％いたからである｡ つまり､ 求積
公式の理解が不十分であったといえるだろう｡ 第５
学年の A－７の問題 (図３) の出題のねらいは
｢面積の公式を理解している｣ とあるが､ この設問
の様式では底辺と高さの長さが与えられており､ 公
式を理解しているかどうかを判断できない｡ 正確に
言えば､ ｢平面図形の面積を求めることができる｣
ということになるだろう｡ 公式の意味を理解してい
れば､ 公式を適用するために必要な線分の有無を考えて､ なかった場合には新たな線分を引くことがで
きるはずである｡
５. ｢新学力観｣ に基づく調査問題の作成に対する疑問
1989年に改訂・告示された学習指導要領では ｢新学力観｣ という考え方が強力に推し進められた｡
｢新学力観｣ はいくつかの問題点をもっていた｡ たとえば､ 学習意欲を育てるということで子どもの
｢自主性｣ を尊重し ｢関心・意欲・態度｣ の評価を重視した｡ また､ 思考力や判断力の育成と知識を教
えることとを対立させ､ ｢教え込み｣ を排する教育観の名の下に､ 知識を教えることを軽視したのであ
る｡ こうした ｢新学力観｣ の考え方に基づいて､ 1994年調査にはいくつかの特徴が現れた｡ 一人ひとり
の子どもなりの考え方を見る問題や ｢関心・意欲・態度｣ を評価するための問題の出題などが､ その具
体的な現れといえよう｡ では､ つぎにこれらの問題が調査問題として妥当性をもっているのかどうかを
具体的に検討してみることにしたい｡
１) 通過率100％近い問題の出題とその意図
設問別通過率をみると､ 1994年調査の中に通過率が100％に近い設問があることがわかる｡ 実は､ こ
れらの設問ではどの選択肢を選んでも正答とみなされている｡ 第５学年では２問 (A－５と B－４)､
また第６学年では１問 (B－３) がそういう問題である｡ 第５学年のA－５の問題で ｢自分がよいと思
う計算方法｣ を２つのうちから選択させる小問では98.6％の通過率であり､ 第５学年の B－４の２つの
小問では､ 99.0％と98.8％の通過率となっている｡ 第６学年の B－３の問題でも､ ２つの小問の通過率
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図５ 第５学年A－８ (1994年調査)
８ 次の図のような四角形の土地があります｡
この土地の面積を求めるには､ あと１か
所の長さをはからなければなりません｡ ど
この長さをはかればよいですか｡ 図の中に､
はかる長さを示す線をかき入れ､ その線に
○のしるしをつけましょう｡
(○の印は ○ のようにつけます｡)
N
N
N
は98.0％と97.9％である｡ 参考までに､ 第５学年の
B－４の問題をみておこう (図６：第６学年の B－
３の問題は分数の除算を用いた同種の問題である)｡
この問題では ｢適切な方法を用いて計算の確かめ
をする｣ ことが出題のねらいであり､ ４つの選択肢
が提示されている｡ の小問で①を選択した子ども
は41.2％､ ②は7.2％､ ③は31.0％､ ④は19.5％であ
り､ これらの合計99.0％ (小数第２位を四捨五入し
たと思われる) が通過率である｡ 1982年の調査では､
このような問題は出題されていない｡
では､ 通過率が約100％になる問題を出題した意
図は何か｡ 選択肢には不適切な方法も含まれていな
ければならないし､ さらに､ 選択肢に意味を持たせ
るとすると､ 選択した後でそれを選択した理由を書
かせる必要がある｡ しかし､ 第５学年のB－４では
そうした出題の仕方をとっているわけではない｡ 第
５学年A－５の出題のねらいは､ ｢数量的な判断を
要する場面で､ 自分がよいと思う計算方法を選択し､
その理由を書く｡｣ とあり､ ２つの選択肢のいずれ
も ｢よい｣ 選択肢であるならば､ ｢よいと思う｣ 計
算方法が妥当なのかどうかは問われなくなる｡ 出題
の意図を達成するような選択肢にはなっていなかっ
たといえるだろう｡
２) ｢観点｣ や選択肢の設定に対する疑問
｢新学力観｣ に基づいた問題作成が行われたことによる最も大きな変化は､ ｢関心・意欲・態度｣ を
みる問題が出題されるようになったことである｡ 1982年調査では ｢関心・意欲｣ をみる問題は１題も出
題されていない｡ ところが､ 1994年調査では第５学年の６つの設問で､ また第６学年では７つの設問で
｢関心・意欲・態度｣ の有無が調査されている｡
｢関心・意欲・態度｣ をみようとする問題は､ ｢知識・理解｣ との区別が困難で､ 無理に ｢関心・意
欲・態度｣ の ｢観点｣ を付加しているような問題がいくつかある｡ そうした問題例を２題取り上げて検
討しておきたい｡ その１つは第５学年のB－５の問題である｡ この問題では､ 350ml､ 10cm､ 2400cm､
300g の４つの量を提示して､ これらが日常用いられているどのような具体的な事物の量に相当するの
かを選択させる問題である｡ 出題の主な評価の ｢観点｣ は ｢数量や図形についての知識・理解｣ と ｢算
数への関心・意欲・態度｣ となっている｡ そして､ 選択肢としてあげられている具体物は､ ｢かんジュー
ス１本のジュースの量｣､ ｢はがきの横の長さ｣､ ｢教室にある子ども用の机の面積｣､ ｢｣ りんご１個の重
さ｣ などをふくむ８つのものである｡ 一般的には､ 子どもが生活用品がもつ量について知っていること
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４ みどりさんは､ 5.7÷0.95の計算をして､
次のように答えをまちがえてしまいました｡
5.7÷0.95＝0.6
答えがまちがっていることを教えてあげ
るには､ 次の①から④のようなやり方があ
ります｡
 みどりさんに､ 答えがまちがっているこ
とをかんたんに教えてあげたいと思います｡
あなたがいちばん使ってみたいやり方の番
号を の中に書きましょう｡
番号
 あなたが､ その次に使ってみたいやり方
はどれですか｡ その番号を の中に
書きましょう｡
番号
図６ 第５学年 B－４ (1994年調査)
① わる数の0.95と商の0.6をかける｡
② わる数の0.95は１に近い数なので､
5.7÷１を計算する｡
③ わる数の0.95は１より小さいので､
商はわられる数の5.7より大きくなる
はずだから､ それを確
たし
かめる
④ もういちど､ 5.7÷0.95を計算する｡
は望ましいであろうが､ それは ｢知識・理解｣ であ
り､ 通過率が高かったからといって ｢関心・意欲・
態度｣ も高いと判断してよいのだろうか｡ さらに､
300g は ｢りんご１個の重さ｣ とされているが､ リ
ンゴ１個の重さは官製 ｢はがきの横の長さ｣ のよう
に一定ではない｡ 具体物の量を明確に特定させよう
とするならば､ 選択肢も再考しなければならないだ
ろう｡
もう一つの例は､ 第６学年の A－８の問題であ
る (図７)｡ ここでも､ 出題の主な評価の観点は､
さきにみた第５学年の問題の ｢観点｣ と同一である｡
設問のでは､ 直方体について調べたいことを解答
させている｡ たとえば ｢直方体の頂点 (または面)
はいくつありますか｣､ ｢直方体の体積を求めましょ
う｣ といった答えが正答とされる｡ 問題を子どもに
つくらせることは理解を深める方法として有効では
ある｡ 問題をつくるということを ｢関心・意欲・態
度｣ と関連させてみようとしたのであるが､ 問題を
つくれないのは ｢関心・意欲・態度｣ が低いからで
はなくて､ 直方体についての知識をもっていないか
らであろう｡ これら２つの例から明らかなように､
調査において ｢関心・意欲・態度｣ をみようとする
ことには無理があり､ このような調査方法を根本的に再検討する必要がある｡
また､ ｢関心・意欲・態度｣ をみようとする設問には､ 設問の仕方としても検討の必要なものがある｡
それは第５学年の B－４の問題である (図６)｡ この問題では ｢主な評価の観点｣ として ｢数学的な考
え方｣ と ｢算数への関心・意欲・態度｣ とが設定されている｡ 問題文の意図は小数の除算の答えを間違
えていることを友達に教えてあげる時に､ 教え方を４つの選択肢の中から選択させることであるが､
｢教えてあげたい｣ や ｢使ってみたい｣ とあれば ｢関心・意欲・態度｣ をみることになるとは限らない｡
これも疑問である｡
６. 指導の改善に生かすための学力調査のあり方
以上の検討をふまえて､ 指導に生かすための学力調査の方法などを考えてみたい｡
第一は調査の目的を達成するような論理と手法の確立に関する問題である｡ この調査の目的は教育課程
や学習指導の方法の改善に役立てることにあるが､ 役立てていく際の論理や手法は必ずしも明確ではな
い｡ たとえば､ この調査では通過率が高かった問題や逆に低かった問題についてその原因を指導法と関
連させて究明することはそう簡単ではない｡ 調査では指導方法は捨象されてしまい､ 総和としての通過
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８ しげるさんは直方体を見て､ 次のような
問題をつくりました｡
問題
 上の問題の答えを の中に書き
ましょう｡
答え 本
 直方体について､ このほかにどんなこと
を調べたいですか｡ しげるさんのようにし
て､ あなたも問題をつくり､ そのうち２つ
を､ それぞれの中に書きましょう｡
問題
問題
図７ 第６学年A－８ (1994年調査)
直方体の辺は何本ありますか｡
率が明確になるだけである｡ また､ 指導過程まで明確にしようとするとそれを含んだ目標の設定と問題
づくりが要請されることになるだろう｡ 1994年の調査結果を生かしたのかどうかは確かではないが､
1998年に改訂された小学校学習指導要領では､ 多角形を三角形に分割して求積する指導と四則混合計算
は小学校の内容から削除された｡ 通過率が低い問題に関する指導を内容から削除するかどうかは､ 小学
校算数の教科目標と学力内容の規定にかかっている｡
また､ 指導の改善につなげていく論理はきわめて弱いものにならざるをえない｡ 具体的にいうと､ 調
査報告書には問題ごとに ｢解答についての考察｣ と ｢指導上の留意点｣ が記されているが､ この内容は
一般的になりやすいことである｡ それは､ 指導方法はいろいろあって特定できないのに､ 改善案を提示
しなければならないためであろう｡ だが､ こうした内容が全く意味がないわけではない｡ それは､ ひと
えに誤答分析にかかっている｡ すなわち､ 誤答の内容に即して指導の改善策を明示するのである｡ その
ためには､ 誤答分析を徹底する必要があり､ 調査報告書で ｢上記以外の解答｣ と誤答内容をひとくくり
にすることは避けた方がよい｡ 特に､ ｢上記以外の解答｣ の割合が高い場合は､ 誤答内容を分類する事
でえられる情報が多いであろう｡
このほかにも､ この調査の目的を生かすには小学校高学年だけではなく､ 少なくても中学年まで調査
対象を広げることが求められている｡
第二に検討しなければならないのは､ 学力実態を正確に把握できるようにその基盤を拡大するという
ことである｡ たとえば､ 学力低下の有無を判断するには共通問題が必要であるが､ これをさらに充実し
てより正確な判断ができるようにするために改善をする｡ 改善点としては､ 第６学年の設問が圧倒的に
少ないのでこの割合を高めること (20の設問中５問のみ)､ ｢数と計算｣ 領域以外の設問の割合を高める
こと､ などがあげられる｡ こうした改善によって､ 小学校卒業段階での学力実態を把握することが可能
になる｡ さらに､ 縦断的な把握を可能にする方法としては､ 学年を超えて共通問題を出題する事も考え
られる｡ 現在の調査方法では､ 学年を通してみた学力の形成程度を把握することはできにくい｡ この方
法によれば､ ある概念の発達と変容の過程を究明することが可能になり､ 教育課程の編成のための基礎
的で有効な資料をえることができるだろう｡
おわりに
小学校算数に限定して､ 1992年と1994年の教育課程実施状況調査の報告書をもとにその内容を分析し
て､ 子どもの学力実態と特徴､ 学力低下の有無､ ｢新学力観｣ に基づく調査問題の問題点などを明らか
にした｡ そして､ 最後に学力調査方法の改善のための若干の提案を行った｡ 学力実態を正確に把握する
ためには､ 出題の意図と内容とが対応していなければならないが､ この点では多くの改善を要すると考
えられる｡ さらに大きな課題としては､ 学習指導要領がかかげている学力が妥当かという問題もある｡
本当の意味での教育課程の改善とは､ 学習指導要領の枠組みを問うことであろう｡ その問いは､ 学習指
導要領に示されている各教科の学力規定 (概念) を再検討することでもある｡ 現実には授業での指導結
果と対応させて調査の結果を一つの反省材料として改善をすすめていくことが必要であろう｡
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注１) 文部省小学校課小学校教育研究会 『学習達成状況と授業改善の視点－教育課程実施状況に関する総
合的研究調査報告書－小学校 算数』､ 東洋館出版社､ 1985年｡
文部省初等中等教育局 『教育課程実施状況に関する総合的研究調査報告書－小学校・算数』､ 東洋
館出版社､ 1997年｡
熱海則夫・伊藤説朗編 『小学校達成度調査を生かす授業改善 算数科編』､ 明治図書､ 1984年｡
２) 文部省初等中等教育局 『教育課程実施状況に関する総合的研究調査報告書－小学校・算数』､ 東洋
館出版社､ 1997年､ ５頁｡
３) 小松夏樹 『ドキュメント ゆとり教育崩壊』､ 2002年､ 中公新書ラクレ､ 88頁｡
立正大学心理学研究所紀要 第１号 (2003)
― 30 ―
